
林地台帳の運用 

平成28年７月 

林野庁計画課 

※本資料は、現時点での検討状況を基に作成したものであり、
今後、事務レベルの検討会等を経て成案を得ることとしてい
ます。 

（資料５） 
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１．林地台帳の公表・情報提供 

１－１ 公表・情報提供の範囲  

４ 

○ 情報の公表においては、個人情報への配慮はもとより、森林の保有・売買には制限がない中、無秩序な森林の売

買につながるような情報の悪用を予防する観点からも、公表には一定の歯止めが必要。 

○ 林地台帳情報は市町村等の行政事務に利用するほか、森林組合等の地域の森林整備の担い手が利用。 

○ このため、公表は市町村の事務所等の窓口での閲覧（所有者の氏名･住所は公表しない）により行うとともに、所有

者の情報（氏名、住所）については対象者、目的等を限定して、森林組合等へ提供。 

  

 市町村は、森林の土地に関する情報の活用の
促進を図るため、林地台帳に記載された事項
（公表することにより個人の権利利益を害するも
の等を除く）及び地図を公表。 

公表は、市町村の事務所等の窓口での閲覧。 

（所有者の氏名･住所は公表しない） 

公  表 
  

所有者の情報（氏名、住所）も情報提供。 

施業集約化を行う者は、 

 ①当該森林が所在する都道府県において森林
経営計画の認定を受けている者 

 ②森林所有者から森林の施業又は経営の委託
を受けている者 

に限定。 

情報提供 

【林地台帳】 【地図】 

・土地の地番、地目、面積 

・測量の実施状況        

・森林経営計画認定状況 等     

 以下の場合に限って、氏名・住所を含めた林地台
帳の情報を提供。 

  ・本人が所有する森林を確認する場合や境界確認
のために隣接の所有者を確認する場合 

  ・ 森林組合や林業事業体等の担い手が、施業集約
化を行う場合 

  ・都道府県との情報共有 

１０ １ 



１－２ 公表の方法  

○ 林地台帳情報を閲覧したい者は、書面により申請（申請書には氏名・住所・利用目的等を記載）。 

○ 身分証明書等により、申請者の本人確認。 

○ 書面による閲覧を基本。 

申請書 
・氏名 
・住所 
・利用目的 
・対象森林の  
 所在・地番 
      等 

利 

用 

者 

市 

町 

村 
①書面で申請 

②本人確認 
③利用目的等確認 

④閲覧・交付を承認 

⑤書面による閲覧・交付 

目的外使用の禁止
秘密保持の徹底 

１０ ２ 

台帳情報及び地図は、権利を確定するもの
ではないこと、売買等の資料としては使えな
いこと等の留意事項を付言 



申請書 
・氏名 
・住所 
・利用目的 
・対象森林の  
 所在・地番 
      等 

１－３ 情報提供の方法  

○ 林地台帳情報の提供を受けたい者（都道府県を除く）は、書面により申請（申請書に氏名・住所・利用目的等を記

載）。 

○ 身分証明書等により、申請者の本人確認。 

○ 書面による閲覧・情報提供のほか、電子データによる情報提供も可。 

利 

用 

者 

市 
町 

村 

①書面で申請 

②申請者の本人確認 
③利用目的等確認 

④閲覧・提供を承認 

⑤書面又は電子データを閲覧・提供 

目的外使用の禁止
秘密保持の徹底 

１０ ３ 

台帳情報及び地図は、権利を確定するもの
ではないこと、売買等の資料としては使えな
いこと等の留意事項を付言 

提供相手・目的が条件
をみたすことを確認 

都 

道 

府 

県 

情報共有の一環と
して台帳情報を提供 



２．林地台帳の修正・更新 

２－１ 修正申出の方法  

○ 林地台帳情報の修正を行いたい者は、書面により申出。 

○ 登記事項証明書や遺産分割協議書等の証拠書類を添付。 

○ 身分証明書等により、申請者の本人確認。 

修正申出書 
・氏名 
・住所 
・森林の所在 
        等 

所 

有 

者 

市 

町 

村 

①書面で修正申出 

②本人確認 
③証拠書類等確認 
④申出書の受理 

添付書類 

・登記事項証
明書、遺産
分割協議書、 
・地図 
       等 

③の証拠書類は、森林の土地所有者
届と同程度のものを想定 
例）  ・登記事項証明書 
   ・売買契約書 
   ・遺産分割協議書 
   ・贈与契約書 
   ・森林の土地の地図（概略図） 

１０ ４ 

⑤修正の有無を通知 



２－２ 情報の修正・更新手順  

市 町 村 

都 道 府 県 

１０ ５ 

○ 所有者届出・修正申出や、関係部局から入手した情報をもとに、市町村が、林地台帳を修正・更新。 

○ 登記情報を元に作成した記載事項については、登記情報が更新された場合に限り更新。 

○ 地域森林計画対象森林の区域の変更等都道府県の所掌に関する事項については、都道府県と調整 

・林地台帳情報の加除  等 
・地図 
 
 
 

・現に所有している者 
・境界に係る測量の実施状況 
・森林経営計画の認定状況 
・ゾーニング  等 
 
 
 
 

・所在、地番、地目、面積 
・登記簿上の所有者 
 
 
 
 

登記情報を元に作成した情報で
あるため、登記情報が更新され
た場合に限り、林地台帳を更新 

森林の土地の所有者届出 
（所有者からの届出） 

登記情報の更新 

（法務局、税務部局等から登記
簿の異動情報を取得） 

地籍調査実施結果 
（市町村の地籍部局から取得） 

境界明確化事業実施結果 
（森林組合等から取得） 

森林経営計画の認定 
（認定権者から取得） 

ゾーニングの変更 
（市町村林務部局から取得） 

修正申出 
（所有者からの申出） 

更新頻度 
 

◇ 森林の土地の所有者届出、修正申出 
   → 随時修正を行う 
◇ 登記情報、地籍調査実施結果、境界明

確化事業実施結果、森林経営計画認定 
等による情報の更新 

   → 年１回更新を行うことを基本とする 
◇ ゾーニングの変更 
   → 市町村森林整備計画の樹立・変

更後に、上記の更新と合わせて行
う 

所有者届出・修正申出や、関係
部局から入手した情報をもとに、
林地台帳を修正・更新 

森林の区域の増減等に関わる情
報であるため、都道府県と調整 

地域森林計画対象森林の区域
の変更に係るもの、及び、森林
計画図の修正を要するものに
ついて、市町村から情報提供が
あった場合には、都道府県が修
正・更新の是非を判断し、市町
村に通知 

情報提供 

区域変更
等の通知 

【修正・更新が必要な場合】 



３．林地台帳管理システム 

３－１ 管理システムの機能  

管理システムの機能（例） 

 必要に応じてデータベースの項
目を追加 

 都道府県との情報共有や、クラ
ウド化に対応できるよう、データ
形式等の標準仕様を国が示す 

 
【機能】 
・事務所における閲覧 
・帳票・図面の印刷（様式は統一） 
・電子データによる情報提供 

閲覧・情報提供 

１０ ６ 

 
【機能】 
・地番、林小班による検索 
 （伐採届や所有者届の内容確認、 
  公共事業における所有者確認） 

林地情報確認 

○ 林地台帳及び地図について、住民等への公表や所有者・林業事業体等への情報提供、所有者からの修正の申

出等による情報の更新等を効率的に行うことができるシステムの導入を促進。 

○ 林地台帳管理機能を持つ森林ＧＩＳの導入、既存の森林ＧＩＳへの機能付与のほか、簡易な台帳管理システムを

導入し、活用することも可能。 

○ 現在林野庁において、簡易な林地台帳管理プログラムの作成を検討中。 

 
【機能】 
・修正情報の入力 
・変更情報等の読込み 

情報修正・更新 

・国が示す標準仕様 
・検索、入力、帳票作成・印刷、データ出力、 
・定型ファイルの読込み等の機能 

森林ＧＩＳ 
or 

簡易な管理プログラム 



３－２ 林地台帳情報と森林資源情報の連携 

○ 市町村において、林地台帳整備後、以下のような管理・活用を図ることを想定。 

   ① 所有者からの修正申出や、森林の土地所有者届出、地籍調査の実施の成果等をもとに、随時、林地 

 台帳情報を修正・更新。 

   ② 林地台帳及び地図を、市町村の窓口で書面で備え置き、公衆に閲覧（所有者の氏名・住所を除く）。 

   ③ 所有者や林業事業体等へ林地台帳情報を提供し、施業の集約化等を推進。 

   ④ 伐採等届出、森林経営計画の申請が提出された際に、記載事項を林地台帳により確認。 

   林地台帳情報と都道府県が有する森林資源情報を連携して、意欲ある森林経営の担い手等に提供することにより、 

 施業集約化を一層効果的かつ効率的に推進することが可能。 

＜林地台帳情報と森林資源情報の連携＞ 

１０ ７ 

Internet 

森林簿 
   

地番図 
リンク 

林地台帳 

森林GISが導入されている市町村 

（ＧＩＳデータ） 

森林GISが導入されていない市町村 

森林簿 

   

地番図 

クラウド技術による林地台帳と森林資源情報、図面等の連携の構築 

都道府県（クラウド管理者） 

【林地台帳情報と森林資源情報を連携する場合の例】 

インターネット上で林地台帳や 
森林資源情報の利用、更新を実施 

インターネット上で林
地台帳や森林資源情報
の利用、更新を実施 

独自の機能、情報による分析 



４．運用マニュアル 

４－１ 運用マニュアルの目的  

４－２ 運用マニュアルの構成  

１０ ８ 

○ 林地台帳情報の公表・情報提供、修正申出への対応、情報の修正・更新等、市町村における林地台帳関連事務手

続きや、市町村等の行政事務における林地台帳の活用方法等をとりまとめた、林地台帳運用マニュアルを作成。 

構     成 概     要 

林地台帳制度の概要 林地台帳制度の背景、目的、効果 等 

事務処理の流れ 事務処理フローチャート 

公表・情報提供手続き 市町村が行う林地台帳の公表・情報提供に係る事務処理手順 等 

修正申出への対応 所有者から修正申出があった際の事務処理手順 等 

情報の修正・更新 林地台帳情報の修正・更新の事務処理手順 等 

市町村事務における活用 伐採等届出制度、公共事業における活用 等 

都道府県との情報共有 都道府県との情報共有のあり方、方法 等 

システムの運用・管理 林地台帳管理システムの運用・管理 等 

林地台帳制度の周知 林地台帳情報提供、修正申出等の周知 

手数料の徴収 手数料徴収に関する制度 等 

Ｑ＆Ａ 市町村が行う林地台帳業務等に関するＱ＆Ａ 

各種様式の記載例 公表・情報提供申請書、修正申出様式、公表様式、情報提供様式 等 

運用マニュアルのイメージ 



○ 林地台帳の運用にあたっては、 

  ・公表・情報提供、修正申出等に関する統一的なルールを定める必要。 

  ・情報の修正・更新を適切かつ効率的に行う仕組みの検討が必要。 

  ・市町村における業務を想定した簡易な管理プログラムの作成。 

５ 林地台帳の運用の検討  

林地台帳の運用 

○情報の修正・更新 

 ・地籍調査実施結果の反映 

 ・登記情報の更新 

○簡易な管理プログラム 

 ・想定される市町村業務 

 

○林地台帳の運用（案）検討の視点 

林地台帳の公表・情報提供 

修正申出への対応 

 

市町村事務における活用 

※地図関係は都道府県に報告 

（市町村） 

検
討 

○ 公表・情報提供 
 ・情報提供の対象 
 ・申請等の方法 

１０ ９ 

定期的な情報更新 

・申請の際に何を求めるか 

（申請書の記載事項、添付
書類、本人確認） 

・更新の頻度はどのく
らいが適当か 

・どのような機能が
必要か 

・どのような場合（対象、
目的）に情報提供するか 

・効率的な情報の取
得ができるか 

○運用マニュアル 
・運用マニュアルの
記載事項 


